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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第10期

第１四半期累計期間
第11期

第１四半期累計期間
第10期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （千円） 3,844,134 5,337,922 19,166,044

経常利益 （千円） 115,782 185,190 870,227

四半期（当期）純利益 （千円） 74,379 123,466 563,515

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 508,656 508,656 508,656

発行済株式総数 （株） 5,985,200 11,970,400 11,970,400

純資産額 （千円） 1,781,116 2,316,519 2,270,252

総資産額 （千円） 4,180,587 5,790,569 5,110,864

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 6.21 10.31 47.08

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － 10.30 －

１株当たり配当額 （円） － － 7

自己資本比率 （％） 42.6 39.9 44.4

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第10期第１四半期累計期間及び第10期

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．平成27年１月１日付で、株式１株につき２株の株式分割を行いましたが、前事業年度の期首に当該株式分割

が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額を算定しております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、有価証券報告書に記載した事業等のリス

クについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第1四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策及び日銀の金融政策による円安・株高を背景とし

た企業収益の改善と国内消費環境の持ち直しの兆しがみられ、緩やかな回復基調が続きました。

当社がおかれていますＥコマース市場につきましては、社会基盤におけるネットワーク環境の改善、スマート

フォン、タブレットＰＣ等の新しいデバイスの普及、多種多様なプラットフォームの台頭、そしてすべての世代へ

インターネットの利用は浸透しております。経済産業省の公表による2014年の国内消費者向けＥＣの市場規模は前

年から14.6％増加し12.8兆円まで拡大しており、ＥＣの浸透を示す指標であるＥＣ化率も年々上昇し、前年から

0.52ポイント増の4.37％となっております。

また、国内における個人取引の中古品市場規模は拡大傾向が続き、その中のインターネットショッピングサイト

及びインターネットオークションを利用した取引は利用者の消費意欲の高まりにより半数以上であると推計されて

おります。

このような経営環境のもと、当社は「お客様に『価値ある大切な中古品』を安心・安全にお取引できるマーケッ

トを創出すること」を方針として、インターネットにおける中古品取引を可能とする仕組みをいち早く構築し事業

展開を推進して参りました。

当第1四半期累計期間においては、前事業年度より開発を進めてまいりました新基幹業務システムへの入れ替え

を完了し、①個々の業務システムに替り一気通貫の新システムを活用することによる業務効率の改善、②データ

ベースの統一により顧客情報及び在庫情報の一元管理が可能となったことで顧客の利便性が向上、③店頭ＰＯＳレ

ジにタブレットＰＯＳを追加することでＥＣシステムとの連動とスムーズで効率的な接客の実現が可能となり、今

後の売上拡大において人員増の抑制、そして更なる売上高販管費率の低減に向けた取り組みを行いました。また、

営業面においては“ワンプライス買取”対象品の拡大や前事業年度に運用開始した“先取交換”などを継続強化す

ることで売上成長の源泉となる中古品の買取額が大幅に増加し十分な在庫を確保できたこと、あわせてインバウン

ド効果は引き続き高い水準で推移しました。これらにより新基幹業務システム入れ替え作業と一部不具合にともな

うＥＣサイト及び店舗の休業期間があったものの、売上高は5,337,922千円（前年同四半期比38.9％増）となりま

した。

販売費及び一般管理費では、導入された新基幹業務システムの開発及びＥＣサイトで各種機能追加したことによ

る新規取得資産に係る減価償却費とその運用費の発生、販売・買取強化に連動した販売促進費などを中心に増加し

た一方で、ＥＣに特化することによりその他の販管費の低減が図られたことで売上高比率は前年同四半期より1.5

ポイント減の13.3％、710,160千円（同24.6％増）となりました。

利益面におきましては、中古に比べて利益率の低い新品売上が好調で全体売上に占める比率が上がったことや４

月にはシステム不具合解消後にセールを実施したことなどにより、全体の売上総利益率の低減はあったものの、営

業利益は189,163千円（同57.9％増）、経常利益は185,190千円（同59.9％増）となり、結果、四半期純利益は

123,466千円（同66.0％増）となりました。

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

 
（カメラ事業）

前事業年度から引き続き「先取交換」、「ワンプライス買取」を継続強化したことで、顧客の支持を得ると同時

にその利用実績は顕著に伸長し、買取額は大幅に増加しております。好調な買取に支えられた豊富な品揃えとこれ

を活用した販売施策の実施、また４月には新たな販売チャネルとして「Map Camera Yahoo!ショッピング店」を出

店、外国人旅行客の免税売上の増加も寄与したことで、売上高は3,885,948千円（前年同四半期比34.5％増）、セ

グメント利益は292,532千円（同23.7％増）となりました。

 

 

EDINET提出書類

シュッピン株式会社(E27051)

四半期報告書

 3/15



（時計事業）

新品中古ともに潤沢な在庫量と幅広いブランドを取り揃え、豊富できめ細かな情報量と各種サービスの充実を図

り、あわせて積極的なWeb広告、雑誌広告への投資を行ったことでＥＣサイトへの訪問者数を大きく伸ばしまし

た。また、外国人旅行客の免税売上の増加も起因したことで、消費増税直後の反動減を大きく受けた前年同四半期

から大幅に改善し、売上高は1,259,515千円（前年同四半期比62.7％増）、セグメント利益は51,869千円（同

263.1％増）となりました。

 

（筆記具事業）

書斎を飾る各種小物類の品揃え拡充を推し進めること、人気シリーズの商品紹介を積極的に行うことや他社を凌

ぐインクの品揃えに特化し専門店としての特色を打ち出すことなどを行ってまいりました。中古品においては買取

から商品化までの流れがスムーズになるように業務の見直しを行い、ＥＣサイト及び店舗での品揃えの充実を図る

ことで、売上高は96,253千円（前年同四半期比12.1％増）、セグメント利益は5,863千円（同0.8％増）となりまし

た。

 

（自転車事業）

買取強化により中古在庫を定常的に維持し中古売上を増やしたこと、また商品入荷情報、セール等の新鮮な情報

をメールマガジン登録者への配信とＥＣサイトへの掲載でタイムリーに発信しつつ、事業運営面では経費の削減に

努めたことで、売上高は96,204千円（前年同四半期比2.3％増）となりましたが、圧縮した営業コストを補うまで

には至らず、セグメント損失は779千円（前年同四半期は5,229千円の損失）となりました。

 

(2）財政状態

当第１四半期会計期間末の総資産は5,790,569千円となり、前事業年度末と比較し、679,705千円の増加となりま

した。

　流動資産は4,712,753千円となり、前事業年度末と比較して687,828千円の増加となりました。これは主として商

品が638,200千円増加したことによるものであります。

　固定資産は1,077,657千円となり、前事業年度末と比較して8,027千円の減少となりました。これは主としてソフ

トウエアが403,413千円増加したこと、投資その他の資産が11,927千円増加したこと、ソフトウエア仮勘定が

419,215千円減少したことによるものであります。

　負債につきましては3,474,049千円となり、前事業年度末と比較して633,437千円の増加となりました。

　流動負債は2,652,212千円となり、前事業年度末と比較して391,382千円の増加となりました。これは主として短

期借入金が550,000千円増加したこと、未払法人税等が141,780千円減少したことによるものであります。

　固定負債は821,837千円となり、前事業年度末と比較して242,055千円の増加となりました。これは主として長期

借入金が242,779千円増加したことによるものであります。

純資産につきましては、2,316,519千円となり前事業年度末と比較して46,267千円の増加となりました。これは

利益剰余金が39,673千円、新株予約権が6,594千円増加したことによるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,970,400 11,970,400
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数

100株

計 11,970,400 11,970,400 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成27年５月11日

新株予約権の数（個） 4,710

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 471,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,507

新株予約権の行使期間
自　平成28年７月１日

至　平成37年５月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　1,521

資本組入額　　　761

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、下記（a）乃至（e）に定める決

算期において、当社が金融商品取引法に基づき提出し

た有価証券報告書に記載された当社損益計算書（連結

財務諸表を作成している場合は、連結損益計算書）に

記載の経常利益（適用される会計基準の変更等により

経常利益の概念に重要な変更があった場合には、当社

は合理的な範囲内において、別途参照すべき指標を取

締役会にて定めるものとする。）が下記（a）乃至

（e）に掲げる各条件を充たした場合、それぞれ定め

られた割合（以下、「行使可能割合」という。）の個

数を、当該条件を充たした期の有価証券報告書の提出

日の翌月１日から行使することができる。なお、行使

可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場

合は、これを切り捨てた数とする。

（a）平成28年３月期において経常利益が12億円を超

過した場合

行使可能割合：7.5％

（b）平成28年３月期乃至平成29年３月期のうち、い

ずれかの期において経常利益が16億円を超過した場合

行使可能割合：17.5％

（c）平成28年３月期乃至平成32年３月期のうち、い

ずれかの期において経常利益が20億円を超過した場合

行使可能割合：37.5％
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（d）平成28年３月期乃至平成33年３月期のうち、い

ずれかの期において経常利益が25億円を超過した場合

行使可能割合：67.5％

（e）平成28年３月期乃至平成34年３月期のうち、い

ずれかの期において経常利益が30億円を超過した場合

行使可能割合：100％

②新株予約権者は、平成28年３月期乃至平成32年３月

期のいずれかの期において経常利益が８億円を下回っ

た場合、上記①に基づいて既に行使可能となっている

新株予約権を除き、それ以降、本新株予約権を行使す

ることができない。

③新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において

も、当社または当社関係会社の取締役、監査役または

従業員であることを要する。ただし、任期満了による

退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会

が認めた場合は、この限りではない。

④新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は

認めない。

⑤本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総

数が当該時点における授権株式数を超過することとな

るときは、当該本新株予約権の行使を行うことはでき

ない。

⑥各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできな

い。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締

役会の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限

る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移

転（以上を総称して以下、「組織再編行為」とい

う。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生

日に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式

会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約

権を交付することとする。ただし、再編対象会社の新

株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約また

は株式移転計画において定めた場合に限るものとす

る。

（注）新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整によ
る１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（または併合）の比率

 
また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分
を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移転の場
合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 新規発行前の１株当たり時価

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式にかかる
自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」
を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社
と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社
は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるものとする。
 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成27年４月１日

～平成27年６月30日
－ 11,970,400 － 508,656 － 408,656

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,968,300 119,683

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。

単元未満株式 2,100 － －

発行済株式総数 11,970,400 － －

総株主の議決権 － 119,683 －

（注）当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成27年４月１日から平成27

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 492,264 425,325

売掛金 917,217 968,808

商品 2,222,262 2,860,462

その他 394,559 459,709

貸倒引当金 △1,378 △1,552

流動資産合計 4,024,924 4,712,753

固定資産   

有形固定資産 159,654 155,500

無形固定資産   

ソフトウエア 188,322 591,736

ソフトウエア仮勘定 419,215 －

無形固定資産合計 607,538 591,736

投資その他の資産 318,493 330,420

固定資産合計 1,085,685 1,077,657

繰延資産 253 158

資産合計 5,110,864 5,790,569

負債の部   

流動負債   

買掛金 656,438 777,778

短期借入金 ※ 250,000 ※ 800,000

１年内返済予定の長期借入金 601,986 743,752

１年内償還予定の社債 20,000 10,000

未払法人税等 177,104 35,323

ポイント引当金 104,675 107,507

その他 450,625 177,850

流動負債合計 2,260,829 2,652,212

固定負債   

長期借入金 577,369 820,148

その他 2,412 1,689

固定負債合計 579,781 821,837

負債合計 2,840,611 3,474,049

純資産の部   

株主資本   

資本金 508,656 508,656

資本剰余金 408,656 408,656

利益剰余金 1,352,939 1,392,612

株主資本合計 2,270,252 2,309,925

新株予約権 － 6,594

純資産合計 2,270,252 2,316,519

負債純資産合計 5,110,864 5,790,569
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 3,844,134 5,337,922

売上原価 3,154,526 4,438,598

売上総利益 689,607 899,323

販売費及び一般管理費 569,828 710,160

営業利益 119,779 189,163

営業外収益   

受取利息 9 7

受取手数料 55 31

協賛金収入 － 300

還付加算金 177 －

その他 128 3

営業外収益合計 369 341

営業外費用   

支払利息 3,671 3,627

社債利息 84 42

その他 609 645

営業外費用合計 4,366 4,315

経常利益 115,782 185,190

特別損失   

固定資産除却損 251 －

特別損失合計 251 －

税引前四半期純利益 115,531 185,190

法人税、住民税及び事業税 3,623 30,256

法人税等調整額 37,528 31,467

法人税等合計 41,152 61,723

四半期純利益 74,379 123,466
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（たな卸資産の評価方法の変更）

当社における商品の評価方法は、従来、個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）によっておりましたが、当第１四半期会計期間より、新品については移動平均法による原

価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。

これは、新基幹業務システムの入替えを機に、期中における仕入価格の一時的な変動による在庫評価への影響

を排除し、より適正な期間損益を算定することを目的としたものであります。

当該会計方針の変更は、上記のシステム更新に伴うものであり、過去の事業年度においては品目別受払データ

の記録方法が異なるため、この会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を当第１四半期累計期間の期首時点

において算定することは実務上不可能であり、前事業年度末の商品の帳簿価額を当事業年度の期首残高として、

期首から将来にわたり移動平均法を適用しております。

なお、この変更による影響額は軽微であります。

 

（四半期貸借対照表関係）

※当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行１行と貸出コミットメント契約を締結しております。そ

の内容は、２ヶ月の間で同行に入金される当社売掛金のうち、同行規定の掛け目（80％）を乗じた金額で、

400,000千円を限度として貸出を行うものであります。

　当第１四半期会計期間末及び前事業年度末におけるコミットメントに係る借入金未実行残高等は以下のとおり

であります。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期会計期間
（平成27年６月30日）

コミットメントの総額 400,000千円 400,000千円

借入実行残高 100,000千円 200,000千円

差引額 300,000千円 200,000千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

減価償却費 18,739千円 45,616千円

 

（株主資本等関係）

前第１四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日

定時株主総会
普通株式 59,852 10 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金

 

当第１四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 83,792 7 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

 

EDINET提出書類

シュッピン株式会社(E27051)

四半期報告書

11/15



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）

四半期
損益計算書
計上額 カメラ事業 時計事業 筆記具事業 自転車事業 合計

売上高        

外部顧客への売上高 2,890,092 774,119 85,862 94,058 3,844,134 － 3,844,134

計 2,890,092 774,119 85,862 94,058 3,844,134 － 3,844,134

セグメント利益又は損失

（△）
236,403 14,285 5,815 △5,229 251,274 △131,495 119,779

（注）　セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書上の営業利益でありますが、各報告セグメントへの配分

が困難な本部人件費等の一般管理費131,495千円については調整額としております。

 

当第１四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）

四半期
損益計算書
計上額 カメラ事業 時計事業 筆記具事業 自転車事業 合計

売上高        

外部顧客への売上高 3,885,948 1,259,515 96,253 96,204 5,337,922 － 5,337,922

計 3,885,948 1,259,515 96,253 96,204 5,337,922 － 5,337,922

セグメント利益又は損失

（△）
292,532 51,869 5,863 △779 349,487 △160,323 189,163

（注）　セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書上の営業利益でありますが、各報告セグメントへの配分

が困難な本部人件費等の一般管理費160,323千円については調整額としております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 6円　21銭 10円　31銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 74,379 123,466

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 74,379 123,466

普通株式の期中平均株式数（株） 11,970,400 11,970,400

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 10円　30銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 15,840

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があった

ものの概要

－ －

（注）１．平成27年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額を算定しております。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期累計期間は潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月11日

シュッピン株式会社

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 森内　茂之　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 荒井　巌　　印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシュッピン株式

会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第11期事業年度の第１四半期会計期間（平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、シュッピン株式会社の平成27年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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